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1． 17年 9月中間期の連結業績 (平成 17年 4月 1日～平成 17年 9月 30日) 
(１) 連結経営成績                          (注) 記載金額は百万円未満を切り捨てております。 
 売  上  高 営 業 利 益 経 常 利 益 

 

17 年 9 月中間期 

16 年 9 月中間期 

百万円    ％

      22, 750     (    6. 8 ) 
      21, 302     (    9. 3 ) 

百万円    ％

     2, 686      (    2. 1 ) 
     2, 632      (   17. 3 )

百万円    ％

     2, 519     (    11. 3 ) 
     2, 263     (    21. 3 )

17 年 3 月期       43, 217      5, 239      4, 625 
 
  

中間（当期）純利益 
１  株  当  た  り 

中間（当期）純利益 

潜 在 株 式 調 整 後 

1 株当たり中間（当期）純利益 

 

17 年 9 月中間期 

16 年 9 月中間期 

百万円    ％ 
         101     (    －   ) 
      △ 452     (    －   )

円    銭

           4        42 
         △ 19        63 

円    銭

              4       40 
             －       － 

17 年 3 月期   654 28     47              28       44 
(注)①  持分法投資損益   17年 9月中間期 － 百万円 16年 9月中間期 － 百万円 17年 3月期 － 百万円 
(注)②  期中平均株式数 (連結)  17年 9月中間期 22,941,691株  16年 9月中間期 23,024,489株  
(注)         （     ,17年 3月期      22,991,695株 
(注)③  会計処理の方法の変更  無 
(注)④  売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 

 
(２) 連結財政状態 
 総 資 産 株 主 資 本 株 主 資 本 比 率 １株当たり株主資本 

 

17 年 9 月中間期 

16 年 9 月中間期 

百万円 
       47, 245 
       51, 070 

百万円 
       20, 642 
       19, 772 

％ 
          43. 7 
          38. 7 

円    銭 
     899       85 
     860       36 

17 年 3 月期        48, 572        20, 818           42. 9      907       39 
(注) 期末発行済株式数 (連結)  17年 9月中間期 22,939,606株  16年 9月中間期 22,981,086株 
                ,17年 3月期   22,943,470株 
 

(３) 連結キャッシュ・フローの状況 
 営 業 活 動 に よ る 

キャッシュ・フロー  
投 資 活 動 に よ る 
キャッシュ・フロー  

財 務 活 動 に よ る 
キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物 
期 末 残 高 

 

17 年 9 月中間期 

16 年 9 月中間期 

百万円 
      3, 449 
      1, 815 

百万円 
△ 1, 604 
△   761 

百万円 
 △ 2, 885 
 △ 3, 973 

百万円 
       1, 880 
       4, 796 

17 年 3 月期        4, 386 △ 2, 063  △ 7, 116        2, 921 
 

(４) 連結範囲及び持分法の適用に関する事項 
    連結子会社数  ２社   持分法適用非連結子会社数  ― 社   持分法適用関連会社数  ― 社 
(５) 連結範囲及び持分法の適用の異動状況 
    連結 (新規)   ― 社     (除外)  ― 社    持分法 (新規)   ― 社    (除外)   ― 社 
2. 18 年 3 月期の連結業績予想 (平成 17 年 4 月 1 日～平成 18 年 3 月 31 日) 

 
 

 

売  上  高 
 

営 業 利 益 
 

経  常  利  益 当 期 純 利 益

 

通   期 

百万円 

       45,950 
百万円

 5, 443 
百万円 

5, 133 
百万円

1, 668 
(参考)  １株当たり予想当期純利益( 通期 )  72円 72銭 
   ※ 上記の業績予想につきましては、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであります。実際 
    の業績は、今後様々な要因によって予想数値と異なる結果となる可能性があります。 



 

１． 企 業 集 団 の 状 況 

 当社グループが営んでおります主な事業内容と関係会社の当該事業に係る位置付けは次のとおりで

あります。 

当        社        中華料理を主体にした直営レストランチェーンの運営及び 

フランチャイズ加盟店等への中華食材等の販売 

㈱キングランド (子会社)     中華レストランの運営並びに旅行取次 

大連餃子的王将餐飲有限公司 中国における中華レストランの運営 

            （子会社） 

上記の事項を事業系統図により示すと、次のとおりであります。 

 
                                         

                        お     客     様             
 
 

      料理の提供       料理の提供            料理の提供       

                                
 
       
    

                  料理の提供 

 
 

           中華食材等                       

            の  販  売 

 
 

                            中華食材等       旅行取次 

                            の 販 売 

 
 

            

      
 
 
 
 

フランチャイズ加盟店 

㈱キングランド 
 
連 結 子 会 社 

大連餃子的王将餐飲有限公司               当     社 
 

         中  華  事  業              その他事業 

 

（注）なお、㈱キングランドは旅行代理店業を廃し、当該中華料理店５店の営業を当社に譲り渡し、平成 17年 
10月 31日付で解散決議し、清算中の会社に移行致しました。 
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２． 経  営  方  針 
 
 (1)  経営の基本方針 

  当社グループは、餃子を中核に据えた中華料理店のチェーン展開ならびにフランチャイズ加盟店への食材
等の販売を行っており、「より美味しく・より安く・そしてスピーディーに」をモットーに、お客様の多様

なニーズに応えるため、“餃子の王将”を軸として、バラエティー豊かなメニューの提供により食文化の一

翼を担い、環境や安全性に十分配慮しつつ、企業価値の向上に努めることを経営の基本方針としております。 
 メニューの中核をなす餃子は、味・品質ともに最高の水準にあると自負しており、他社に追従を許さぬ地

位を占めております。また当社には、中華料理に精通した社員が多数在籍しており、その社員集団の調理技

能を活かし、チェーン店でありながら手作りにこだわった、バラエティーに富んだメニューを提供すること

により他社との差別化を図っております。 
一方、今後の出店については、関西地区をはじめ関東、東海地区の出店に重点を置いていく方針でありま

す。 
 
  (2)  利益配分に関する基本方針 

  当社は、株主への長期的利益還元を重要な課題のひとつと考え、外食業界の競争激化の中で、“餃子の王
将”を主体にした営業力の強化を図り、将来の事業展開に備え内部留保の充実を図りつつ、業績に応じた配

当を行うことを基本方針としております。内部留保資金につきましては、主に今後の新規出店や改装に係る

設備投資等の資金需要に備える所存であります。 
 
  (3)  投資単位の引下げに関する考え方及び方針等 

  当社は、株式の流動性の向上を経営の重要課題として認識しており、株式市場での流動性と個人株主を含
めたより広い範囲での投資家の参加が重要だと考え、個人投資家にも当社株式を購入しやすい環境整備を図

ることを目的に平成 17年 11月 1日をもって 1単元の株式数を 1,000株から 100株に変更致しました。 
 
(4)  目標とする経営指標 

  当社グループは、原価率の適正な水準やコスト管理に注力しており、収益の基本指標である売上高経常利
益率を最重要な経営指標として採用しております。当面の目標としては、１０％の維持を経営の目標として

おり３年連続で目標数値を上回っております。今後も引き続き目標を達成できるよう注力していく方針であ

ります。 
 
(5) 中長期的な会社の経営戦略 
昨今の外食業界の厳しい環境下で、当社グループは一貫して“餃子の王将”の業態に特化し、お客様に支

持されて参りました。 
 一方、業態は堅持しつつ、その中身は時代に応じて進化させて参りました。今後も経営基盤強化のため、

中長期的な経営戦略として“餃子の王将”の店舗展開にはずみをつけ、出店エリアの拡大と併行して既存店

の改装等を積極的に行い、業績の拡大と企業体質の強化を図りながら企業価値を高めてまいります。 
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(6) 対処すべき課題 
 当社グループは、常に経営の合理化・コスト管理に注力し、食の安全性、衛生面に万全を期する一方、

店舗営業力増強のための教育研修体制の強化、新規出店と既存店の改装投資等を積極的に実施することを

経営課題としております。 
 また、自然災害などの緊急事態が発生した場合に備え、安定的な食材の確保と店舗への供給体制の強化、

店舗における防災体制の強化などにも取り組んでいきます。環境問題についても、食品リサイクル法、健

康増進法等への法対応にも積極的に取り組んでいきます。 
 

  (7)  コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及びその施策の実施状況 

  当社は、コーポレート・ガバナンスが有効に機能することが求められる中、株主に対し一層の経営の透明
性を高めるため、公正な経営を実現することを目指しております。また、経営の基本方針を実現するために、

経営上の組織体制の整備や必要な施策の実施を経営上重要な課題の一つと位置付けております。 
 
１．会社の機関の内容、リスク管理体制及び内部統制システムの整備の状況 
 当社のコーポレート・ガバナンス体制及び内部統制体制は次の通りです。 
 
 

選任・解任     

             
  
           
 

 
 

                                

会 

計 
監 

査 

人 

会 

 
 
 
 
 
取締役会は９名で構成され、社外取

外監査役で内１名が常勤であります。

意思決定及び業務執行の適法性をチェ

置しており、逐次必要な内部監査を実

また企業経営及び日常の業務に関して

スを受ける体制をとっております。 
 今年度、新しい取組みはありません

境の変化に機敏に対応できる体制の強

 尚、コンプライアンスの強化・徹底

上を図っております。特に外食業界に

ンスの徹底を図っております。 
株 主 総

   

   選任・解任         選任・解任 

  
監査役会
業務担当

監査役３名 

 

締役は選任しておりません

また、監査役は取締役会に

ックするとともに必要に応

施しております。会計監査

、弁護士などの社外の専門

が、取締役会の戦略決定及

化に努めております。 
を推し進めていくために、

求められる環境問題等につ
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取締役会
社 

外 

弁 

取締役９名 

 
代表取締役社長
     
内部監査室
 護 

士 
取締役 業務管理 

。監査役会は３名で構成され、３名とも社

すべて出席し、取締役会の経営の透明性・

じて意見を述べます。また内部監査室を設

は監査法人トーマツに依頼しております。

家から必要に応じて経営判断上のアドバイ

び業務監査機能を確実なものとし、経営環

社内業務のチェックなどを図り、意識の向

いては専門の部署を設置し、コンプライア



 
２．内部監査及び監査役監査の組織 
 内部統制システムとして内部監査室を設置しており、人員は２名で、全ての工場・店舗を対象として金銭

類取扱監査や安全衛生監査等を実施し、監査結果を代表取締役社長へ報告を行うとともに、業務の改善に向

けた具体的な助言・勧告を通じ、コンプライアンスに係る指導を行っております。 
 内部監査及び監査役監査につきましては、監査法人トーマツと連携をとりながら監査を実施しております。 
 
３． 会社と会社の社外取締役及び社外監査役の人的関係、資本的関係または取引関係その他の利害関係の概 
  要 
 社外取締役は選任しておりません。社外監査役については該当事項はありません。 
 

３． 経 営 成 績 及 び 財 政 状 態  
 

(1) 経営成績 

  当中間連結会計期間の我が国経済は、企業収益の改善及び設備投資の増加により、景気は緩やかな回復基
調で推移しました。しかしながら、原油価格の高騰、年金保険料の引き上げや税負担増加等への不安感から、

個人消費には未だに不透明感が残っております。 
外食業界におきましても、個人消費の伸び悩みや外食店舗数の増加による競争の激化など、依然として厳

しい環境が続いております。 
このような環境の中で当社グループは、創業以来「日本一のぎょうざ」を掲げ、「より美味しく、より安

く、よりスピーディー」をコンセプトとした「餃子の王将」を中心に店舗展開を続けてまいりました。手作

りにこだわり、中華料理をメインにしながらも各店舗ごとに地域や客層に合わせて柔軟にメニューを組み立

て、時代とともに変化する顧客の好みや多様化するサービスへの要望に応える取り組みを行ってまいりまし

た。更に、創業時より店内飲食だけでなく持ち帰りサービスも行なっており、近年著しい中食市場の拡大に

も柔軟に対応することができております。また、新規出店だけでなく、既存店の改装にも新規出店並の設備

投資を行うなど力を入れ、地域密着型の繁盛店作りを進めてまいりました。 
 店舗展開の状況につきましては、当期の出店計画に基づき、関西、関東地区を中心に直営９店、フランチ

ャイズ（以下ＦＣという）５店の新規出店、直営３店、ＦＣ７店の閉鎖がありました。これによりグループ

期末店舗数は、直営２９７店（うちＬＳ [委託ライセンスシステム]６店）、ＦＣ１８２店（うち委託ＦＣ６
店）となりました。 
 これらの結果、当中間連結会計期間の売上高は２２７億５０百万円となり、前年同期に比べ１４億４８百

万円（６．８％）の増収になりました。また、既存店売上高は、外食業界全体で前年割れが常態化している

中、前年同期に比べ３．７％の増収となりました。 
 利益面につきましては、新規採用に伴う人件費増、販売活動費や新規出店に伴う賃借料の増加などがあり

ましたが、主要な原材料価格が安価で推移したことなどがあり、営業利益は２６億８６百万円と前年同期に

比べ５４百万円（２．１％）の増益になり、経常利益は有利子負債の圧縮や金利の見直しによる支払利息の

減少等により２５億１９百万円と前年同期に比べ２億５５百万円（１１．３％）の増益となりました。しか

しながら、中間純利益につきましては子会社の事業撤退損等の特別損失を計上し、連結納税制度の離脱によ

る税金負担もあり、１億１百万円となりました。 
 なお中国進出につきましては、餃子や麺等の一次加工を行う工場を大連市内に設け、同市内に１号店を７

月、２号店を９月にオープン致しました。当社グループの看板商品である焼き餃子は現地でも好評を得てお

ります。 
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  (2) 財政状態 
（キャッシュ・フロー） 
 当中間連結会計期間における現金および現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末に比

べ１０億４０百万円減少し、当中間連結会計期間末には、１８億８０百万円となりました。 
当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりです。 
 
（営業活動によるキャッシュ・フロー） 
営業活動の結果得られた資金は前年同期より１６億３３百万円増加し、３４億４９百万円（前年同期比 

９０．０％増）となりました。これは、法人税等の支払が１１億９５百万円減少しているのが主要因です。

主な内訳は、税金等調整前中間純利益１４億１７百万円に減価償却費７億６１百万円及び事業撤退損７億４

百万円等を加えた額から利息の支払額２億１２百万円及び法人税等の支払額５百万円等を減じた額であり

ます。 
 
（投資活動によるキャッシュ・フロー） 
投資活動の結果使用した資金は、１６億４百万円（前年同期比１１０．７％増）となりました。主な内訳

は、有形固定資産の取得１５億８５百万円、投資有価証券の取得１２億７０百万円等による支出及び投資不

動産の売却収入８億４５百万円、貸付金の回収５億１９百万円等による収入であります。 
 
（財務活動によるキャッシュ・フロー） 
財務活動の結果使用した資金は２８億８５百万円（前年同期比２７．４％減）となりました。主な内訳は、

借入金の純返済額２２億６９百万円、社債の償還６億６２百万円及び配当金の支払３億４４百万円等による

支出及び社債の発行３億９７百万円による収入であります。 
 
なお、キャッシュ・フロー指標のトレンドは下記のとおりです。 

 第 30期 

平成 16年 3月期 

第 31期中 

平成 16年 9月期 

第 31期 

平成 17年 3月期 

第 32期中 

平成17年9月期 

株主資本比率(%) ３７．２ ３８．７ ４２．９ ４３．７

時価ベースの株主資本比率(%) ３２．２ ５２．８ ６６．７ ７２．２

債務償還年数(年) ６．０ ６．８ ４．９ ２．８

インタレスト･カバレッジ･レシオ(倍) ６．３ ５．４ ７．３ １６．２

株主資本比率：株主資本／総資産 
時価ベースの株主資本比率：株式時価総額／総資産 
債務償還年数：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 
インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い 
※ 各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により算出しております。 
※ 株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数（自己株式控除後）により算出しております。 
※ 営業キャッシュ・フローは連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを使用 
  しております。有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての 
   負債を対象としております。また、利払いにつきましては、連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支 
   払額を使用しております。 
※ 債務償還年数の中間期での計算は、営業キャッシュ･フローを年額に換算するため２倍にしております。 
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  (3)通期の見通し 
 今後の見通しにつきましては、企業収益の改善、設備投資の拡大など景気は堅調に推移するものと見込ま

れますが、原油価格の高騰や個人消費の伸び悩みなど、不透明感が残る状況が続くと予想されます。 
こうした中、当社グループは、引き続き店舗開発や販売促進活動を強化し、既存店の活性化を図りながら、

通期で直営１８店、FC１４店の出店を行い、新店効果による増収をあわせて、売上高は４５９億５０百万
円（前期比６．３％増）、営業利益は５４億４３百万円（前期比３．９％増）、経常利益は５１億３３百万

円（前期比１１．０％増）、当期純利益は１６億６８百万円（前期比１５４．９％増）を見込んでおります。 
 

  (4) 事業等のリスク情報 
１．食材について 
食材につきましては、狂牛病や鳥インフルエンザ及び残留農薬等に代表されるように、その安全性が疑

われる問題が生じた場合、需給関係に変動が生じることも予想され、以前にも増して安全で良質な食材の

確保が外食業界の重要課題となってきております。 
また、昨夏の度重なる台風上陸による野菜価格の高騰に代表されるように、食材の産地に災害が発生し

た場合、材料価格の上昇や食材の安定的な確保に問題が生じることも予想されます。当社におきましても

食材の安全性及び安定的な確保に向けてこれまで以上に取り組んでまいります。 
しかしながら、食材の安全性が疑われる問題が生じた場合や、食材価格が大幅に上昇した場合、また、

食材の安定的な確保に支障が生じた場合、当社の業績に影響を与える可能性があります。 
 
２．出店戦略について 
 当社は年間 20～25店舗程度の新規出店を行い、関西地域をはじめ関東、東海地区へ出店を加速させて
おります。 
 出店にあたりましては、１店舗の収益性を最重要視して賃借料等の出店条件及び周辺の環境等を勘案し

て決定しております。 
 しかしながら、希望する出店予定地が確保できない等の要因により計画通りに新規出店が進まない場合、

当社の業績に影響を与える可能性があります。 
 
３．食品の衛生管理について 
当社は自社工場でのセントラルキッチンシステムを確立しており、食材等の一括仕入れ及び餃子等の一

次加工をしてその日のうちに各店舗に配送する方式をとっております。 
 工場ならびに店舗においては、厳格な品質管理及び衛生管理を実施しておりますが、工場及び店舗にお

ける食品衛生に関する問題が生じた場合や、社会一般的な衛生問題が発生した場合、当社の業績に影響を

与える可能性があります。 
 
４．自然災害について 
 食材の産地に台風や地震などの自然災害が発生した場合、食材価格が大幅に上昇し、食材の安定的な確

保に支障が生じる可能性があります。 
また、近畿圏や首都圏など店舗が集中している地域において台風による水害や大型の地震が発生した場 
合、店舗の損傷や電気・ガス・水道などの供給不足、交通網の麻痺等による食材の仕入及び店舗への供給 
が著しく損なわれるなど、店舗の営業が妨げられる可能性があります。 
以上のような自然災害が発生した場合、当社の業績に影響を与える可能性があります。 
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中間連結貸借対照表

　　　　　　　　期　別

科　目

　　（ 資 産 の 部 ）          ％          ％          ％
 Ⅰ  流　 動　 資　 産 3,102 6.6 6,725 13.2 4,852 10.0

１． 現 金 及 び 預 金 1,963 4,905 3,005 　

２． 売 掛 金 100 116 120

３． た な 卸 資 産 221 210 217

４． 繰 延 税 金 資 産 309 254 211

５． 短 期 貸 付 金 25 31 23

６． そ の 他 485 1,209 1,276

貸 倒 引 当 金 △ 3 △2 △ 2

 Ⅱ  固　 定  資　 産 44,143 93.4 44,345 86.8 43,719 90.0

（１）有 形 固 定 資 産 34,612 73.2 34,008 66.6 34,319 70.6

１． 建 物 及 び 構 築 物 32,093 31,242 31,607
減 価 償 却 累 計 額 18,926 18,555 18,697

13,167 12,687 12,910

２． 機 械 装 置 及 び 運 搬 具 1,809 1,811 1,789
減 価 償 却 累 計 額 1,612 1,618 1,598

196 193 190

３． 工 具 器 具 及 び 備 品 2,635 2,797 2,662
減 価 償 却 累 計 額 2,261 2,385 2,295

373 412 367

４． 土 地 20,627 20,624 20,754

５． 建 設 仮 勘 定 247 91 96

（２）無 形 固 定 資 産 84 0.2 104 0.2 94 0.2

（３）投 資 そ の 他 の 資 産 9,446 20.0 10,231 20.0 9,305 19.2
 

１． 投 資 有 価 証 券 2,178 870 816

２． 長 期 貸 付 金 187 4,718 4,730

３． 繰 延 税 金 資 産 2,400 3,106 2,454
４． 土 地 再 評 価 に 係 る
繰 延 税 金 資 産

５． 差 入 保 証 金 3,935 3,880 3,933

６． 投 資 不 動 産 330 1,474 515
７． そ の 他 706 850 745

貸 倒 引 当 金 △ 293 △4,910 △ 3,889

47,245 100.0 51,070 100.0 48,572 100.0

―

資　　　産　　　合　　　計

（平成16年9月30日）（平成17年9月30日）

金　　　額 構成比 金　　　額 構成比

― 241

当中間連結会計期間末

( 単位 : 百万円 )

金　　　額 構成比

（平成17年3月31日）

前連結会計年度の前中間連結会計期間末
要約連結貸借対照表
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　　　　　　　　期　別

科　目

　　（ 負 債 の 部 ） 　　　　％ 　　　　％ 　　　  ％
 Ⅰ  流　   動　   負　   債 12,096 25.6 14,076 27.6 11,563 23.8

１． 買 掛 金 1,023 866 1,059 　

２． 一 年 内 償 還 社 債 1,465 875 1,325

３． 短 期 借 入 金 480 840 100

４． 一年内返済予定長期借入金 5,499 7,936 6,069

５． 未 払 法 人 税 等 487 901 132

６． 賞 与 引 当 金 416 364 384

７． そ の 他 2,724 2,292 2,492
　
 Ⅱ  固　   定    負　   債 14,507 30.7 17,221 33.7 16,189 33.3

１． 社 債 3,910 3,700 4,312

２． 長 期 借 入 金 7,686 11,300 9,767

３． 退 職 給 付 引 当 金 396 354 386
４． 土 地 再 評 価 に 係 る
繰 延 税 金 負 債

５． そ の 他 1,437 1,866 1,660
 
　

26,603 56.3 31,298 61.3 27,753 57.1

　　（ 資 本 の 部 ）
 Ⅰ  資　　　　 本　 　　　金 8,166 17.3 8,166 16.0 8,166 16.8

 Ⅱ  資　 本　 剰   余   金 9,027 19.1 9,026 17.7 9,027 18.6

 Ⅲ  利   益   剰   余   金 7,526 15.9 8,602 16.8 9,261 19.1

 Ⅳ  土  地  再  評  価  差　額  金 △ 3,914 △ 8.3 △ 5,854 △ 11.5 △ 5,407 △ 11.1

 Ⅴ  その他有価証券評価差額金  186 0.4 129 0.3 116 0.2

 Ⅵ  為  替  換  算  調  整  勘  定 2 0.0 ― ― ― ―

 Ⅶ  自 　　己　 　株　　 式 △ 351 △ 0.7 △ 298 △ 0.6 △ 346 △ 0.7

20,642 43.7 19,772 38.7 20,818 42.9

47,245 100.0 51,070 100.0 48,572 100.0

要約連結貸借対照表

負 　債　 ・ 　資 　本　 合 　計

金　　　額

（平成16年9月30日） （平成17年3月31日）

負　　　債　　　合　　　計

資　　　本　　　合　　　計

1,076 ― 62

( 単位 : 百万円 )

（平成17年9月30日）

金　　　額 構成比 構成比 金　　　額 構成比

前連結会計年度の当中間連結会計期間末 前中間連結会計期間末
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中間連結損益計算書

　　　　　　　　　　期　別

科　目
　　　　　％ 　　　　　％ 　　　　　％

売 上 高 22,750 100.0 21,302 100.0 43,217 100.0 　
　 　
売 上 原 価 7,013 30.8 6,636 31.2 13,481 31.2

　 　
　 売 上 総 利 益 15,736 69.2 14,665 68.8 29,735 68.8
  
販 売 費及 び一 般管 理費 13,049 57.4 12,033 56.5 24,495 56.7

　 営 業 利 益 2,686 11.8 2,632 12.3 5,239 12.1

営 業 外 収 益 109 0.5 111 0.5 227 0.5
　 １． 受 取 利 息 3 3 6
２． 受 取 地 代 家 賃 23 14 30
３． Ｆ Ｃ 加 盟 料 等 40 48 89
　 ４． 雑 収 入 41 44 101

営 業 外 費 用 276 1.2 480 2.2 841 1.9
　 １． 支 払 利 息 208 339 606
２． 社 債 発 行 費 用 3 48 67
　 ３． 雑 損 失 64 92 168
　 　 　
　 経 常 利 益 2,519 11.1 2,263 10.6 4,625 10.7
　 　
特 別 利 益 ― ― ― ― 121 0.3
１． 収 用 補 償 金 ― ― 121

特 別 損 失 1,101 4.9 2,892 13.5 3,251 7.5
　 １． 固 定 資 産 除 却 損 203 35 281
２． 固 定 資 産 売 却 損 8 0 87
３． 減 損 損 失 185 2,505 2,505
４． 役 員 退 職 慰 労 金 ― 291 291
５． 事 業 撤 退 損 704 ― ―
６． そ の 他 ― 59 85

税金等調整前中間（当期）純利益
又は税金等調整前中間純損失

法人税、住民税及び事業税 394 1.7 787 3.7 797 1.9
 
法 人 税 等 調 整 額 922 4.1 △ 964 △ 4.5 43 0.1

中　間　（ 当 期 ）　純　利　益
又　は　中　間　純　損　失

百分比 金　　　額 百分比

自　平成17年4月  1日

至　平成17年9月30日

自　平成16年4月  1日

至　平成16年9月30日 至　平成17年3月31日
 

自　平成16年4月  1日

当中間連結会計期間 前中間連結会計期間
要約連結損益計算書

( 単位 : 百万円 )
前連結会計年度の

Ⅰ

Ⅱ

Ⅲ

金　　　額金　　　額 百分比

1,495

Ⅴ

Ⅶ

Ⅳ

1,417

Ⅵ

3.5

101 0.4 △ 452 △ 2.1 654 1.5

6.2 △ 628 △ 2.9
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中間連結剰余金計算書

　　　　　　　　　　期　別

　科　目

（資本剰余金の部）
資本剰余金期首残高 9,027 9,026 9,026
　 　
資本剰余金増加高 ― ― 0

1.自己株式処分差益 ― ― 0

9,027 9,026 9,027
（期末）残高

（利益剰余金の部）
利益剰余金期首残高 9,261 9,436 9,436

利益剰余金増加高 101 ― 654

1. 101 ― 654

利益剰余金減少高 1,836 834 829

1.中 間 純 損 失 ― 452 ―

　 2. 344 346 346

3.土地再評価差額金取崩額 1,492 35 483

7,526 8,602 9,261
（期末）残高
利益剰余金中間期末

Ⅲ

資本剰余金中間期末

Ⅰ

Ⅱ

中間（当期）純利益

前連結会計年度の

 自　平成16年4月 1日  自　平成16年4月 1日 

当中間連結会計期間 前中間連結会計期間
連結剰余金計算書

Ⅱ

( 単位 : 百万円 )

Ⅳ

 自　平成17年4月 1日 

至  平成17年9月30日

Ⅰ

Ⅲ

配　 当　 金

至  平成17年3月31日至  平成16年9月30日
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中間連結キャッシュ・フロー計算書 　

期　　別　　　　

摘　　要
Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー
1. 税金等調整前中間（当期）純利益又は純損失 1,417 △ 628 1,495
2. 減 価 償 却 費 761 779 1,546
3. 減 損 損 失 185 2,505 2,505
4. 事 業 撤 退 損 704 ― ―
5. 貸 倒 引 当 金 の 増 加 額 3 9 7
6. 受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金 △ 10 △ 10 △ 15
7. 支 払 利 息 208 339 606
8. 固 定 資 産 売 却 損 8 0 87
9. 固 定 資 産 除 却 損 203 35 281
10. 売 上 債 権 の 減 少 額 19 42 38
11. た な 卸 資 産 の 増 加 額 △ 3 △ 28 △ 35
12. 仕 入債務の増加額 （△は減少 ） △ 36 53 246
13. 未払消費税等の増加額（△は減少） △ 71 △ 17 38
14. そ の 他 265 263 201

小　　　　　　　　　計 3,656 3,343 7,004
15. 利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額 10 10 15
16. 利 息 の 支 払 額 △ 212 △ 337 △ 604
17. 法 人 税 等 の 支 払 額 △ 5 △ 1,200 △ 2,029

営業活動によるキャッシュ・フロー 3,449 1,815 4,386

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー
1. 定 期 預 金 の 減 少 額 1 140 166
2. 有形固定資産の取得による支出 △ 1,585 △ 896 △ 2,286
3. 有形固定資産の売却による収入 17 0 9
4. 投資有価証券の取得による支出 △ 1,270 ― ―
5. 投資有価証券の売却による収入 26 14 35
6. 貸 付 け に よ る 支 出 △ 46 △ 8 △ 36
7. 貸 付 金 の 回 収 に よ る 収 入 519 22 40
8. 差 入 保 証 金 の 差 入 に よ る 支 出 △ 103 △ 148 △ 295
9. 投 資 不 動 産 の 売 却 に よ る 収 入 845 ― 47
10. そ の 他 △ 9 113 256

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 1,604 △ 761 △ 2,063

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー
1. 短期借入金の純増加額（△は純減少） 380 △ 520 △ 1,260
2. 長 期 借 入 れ に よ る 収 入 800 500 2,200
3. 長 期 借 入 金 の 返 済 に よ る 支 出 △ 3,449 △ 5,752 △ 10,853
4. 社 債 の 発 行 に よ る 収 入 397 2,451 3,932
5. 社 債 の 償 還 に よ る 支 出 △ 662 △ 187 △ 625
6. 自 己 株 式 の 取 得 に よ る 支 出 △ 5 △ 117 △ 165
7. 配 当 金 の 支 払 額 △ 344 △ 346 △ 346
8. そ の 他 ― ― 0

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 2,885 △ 3,973 △ 7,116

Ⅳ　現金及び現金同等物に係る換算差額 0 ― ―

Ⅴ　現金及び現金同等物の減少額 △ 1,040 △ 2,919 △ 4,793
Ⅵ　現金及び現金同等物の期首残高 2,921 7,715 7,715

Ⅶ  現金及び現金同等物の中間（期末）残高 1,880 4,796 2,921　 　 　

　

当中間連結会計期間 前中間連結会計期間

( 単位 : 百万円  )

  自　平成17年4月 1日
 ,至　平成17年9月30日

前連結会計年度の

  自　平成16年4月 1日
 ,至　平成17年3月31日

  自　平成16年4月 1日
 ,至　平成16年9月30日

要約連結キャッシュ・
フロー計算書
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中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

1. 連結範囲に関する事項 
    子会社はすべて連結されており、当該連結子会社は㈱キングランド及び大連餃子的王将餐飲有限公司の２社であ 
   ります。 
 
 ２．連結子会社の中間決算日に関する事項 
    ㈱キングランドの中間決算日は中間連結決算日と同一であります。大連餃子的王将餐飲有限公司の中間決算日は、 
   ６月 30日であり、中間決算日との差は 3ヶ月以内であるため、当該連結子会社の事業年度に係る中間財務諸表を 
   基礎として連結を行っております。 

 
 ３．会計処理基準に関する事項 

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法 
① 有価証券 
   その他有価証券   
      時価のあるもの ……… 中間連結決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部資本直入

法により処理し、売却原価は移動平均法により算定） 
         時価のないもの ………  移動平均法による原価法 
    ② たな卸資産  総平均法による原価法 なお、一部の貯蔵品は最終仕入原価法 
    ③ デリバティブ  時価法 
 

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法 
① 有形固定資産 

        主として定率法。なお、主な耐用年数は建物及び構築物１０年～３１年、機械装置及び運搬具６年～
９年。 

② 無形固定資産 
        定額法。なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間(５年)に基づく定額法。 
   

(3) 重要な繰延資産の処理方法  
社債発行費は支出時に全額費用として処理しております。 

 
(4) 重要な引当金の計上基準 
① 貸倒引当金 

  債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定
の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

② 賞与引当金 
       従業員及びパートタイマーに支給する賞与に充てるため、当中間連結会計期間に負担すべき支給見     

込額を計上しております。 
③ 退職給付引当金 
 従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に 

基づき、当中間連結会計期間末において発生していると認められる額を計上しております。 
数理計算上の差異は各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（３

年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理することとしており

ます。 
 

(5) 重要なリース取引の処理方法 
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、  

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 
 

(6) 重要なヘッジ会計の方法 
当社は長期借入金及び短期借入金の金利上昇リスクのヘッジを目的として、金利スワップ取引を行っ     

ております。なお、金利スワップについては特例処理の要件を満たしている場合は、特例処理を適用し     

ております。 
 
(7) 消費税等の処理方法 
税抜方式によっております。 
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(8) 連結納税制度の採用 
連結納税制度を採用しております。 

 
４．中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 
    中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引き出し可能

な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から３ヶ月以

内に償還期限の到来する短期投資からなっております。 
 

注 記 事 項 

(中間連結貸借対照表関係) 
                   当中間連結会計期間末    前中間連結会計期間末   前連結会計年度末 

(平成 17年 9月 30日)   (平成 16年 9月 30日)   (平成 17年 3月 31日) 
１.担保に供している資産 
現金及び預金（定期預金）        ― 百万円       ２７百万円       ― 百万円 
  投資有価証券              ― 百万円      ４８２百万円       ― 百万円 
   
  (対応債務)  
  長期借入金（１年内返済予定含む）    ― 百万円      １０４百万円       ― 百万円 
                              定期預金は営業取引の       
                              担保に供しております。 
   
２.保証債務等            フランチャイズ加盟店  フランチャイズ加盟店  フランチヤイズ加盟店 
                  （４件）の金融機関か  （５件）の金融機関か  （４件）の金融機関か 

らの借入に対し、保証   らの借入に対し、保証  らの借入に対し、保証 
                  予約を行っております。 予約を行っております。 予約を行っております。 
                     １１４百万円      １３５百万円      １２４百万円       
  
(中間連結損益計算書関係) 
                   当中間連結会計期間     前中間連結会計期間     前連結会計年度 

（自 平成 17年 4月,, 1日（,自 平成 16年 4月,,,1日（,自 平成 16年 4月,,,1日 
  至 平成 17年 9月 30日） 至 平成 16年 9月 30日） 至 平成 17年 3月 31日） 

１.販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額 
  給与及び賞与           ２，６５７百万円    ２，５３５百万円    ５，４７９百万円 
  雑給               ３，０６６百万円    ２，７９５百万円    ５，６８５百万円 
  賞与引当金繰入額           ４０４百万円      ３５１百万円      ３７２百万円 
  減価償却費              ６８２百万円      ６５９百万円    １，３４０百万円 
賃借料              １，３１７百万円    １，１９７百万円    ２，４６３百万円 
  水道光熱費            １，１６２百万円    １，１０７百万円    ２，１５６百万円 
貸倒引当金繰入額             ３百万円        ９百万円        ７百万円 
 

２.減損損失 
当中間連結会計期間において、当社グループは以下の減損損失を計上しております。 

 

場 所 用 途 種 類 減損損失 
（百万円） 

福岡県甘木市他 賃貸用不動産 投資不動産 185 
 
 投資不動産については資産のグルーピングを物件単位とし、収益性が悪化している物件について、帳簿価額を回収可能

価額まで減額し、減損損失 185 百万円を計上しました。なお、投資不動産等の回収可能価額は正味売却価額により測定
しており、正味売却価額は主として売却予定額に基づき算定しております。 
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(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 
現金及び現金同等物の中間期末（期末）残高と中間連結貸借対照表（連結貸借対照表）に記載されている科目の金額 
との関係 
                   当中間連結会計期間    前中間連結会計期間     前連結会計年度   

（自 平成 17年 4月,,,1日,（自 平成 16年 4月,, 1日 （自 平成 16年 4月 1日 
（至 平成 17年 9月 30日）,至 平成 16年 9月 30日）  至 平成 17年 3月 31日） 

   現  金  及  び  預  金  勘  定  １，９６３百万円    ４，９０５百万円    ３，００５百万円   
   預入期間が３ｹ月を超える定期預金 △   ８２百万円   △  １０９百万円    △  ８３百万円   
 
   現金及び現金同等物          １，８８０百万円    ４，７９６百万円    ２，９２１百万円   
 
(リース取引関係) 
 
  リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引 
   (有形固定資産の中間期末(期末)残高等に占めるその割合が低いため、支払利子込み法によっております。) 
                   当中間連結会計期間    前中間連結会計期間      前連結会計年度   

（自 平成 17年 4月  1日 （自 平成 16年 4月 1日 （自 平成 16年 4月 1日 
至 平成 17年 9月 30日）,, 至 平成 16年 9月 30日） 至 平成 17年 3月 31日） 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び中間期末(期末)残高相当額 
   機械装置及び運搬具 
       取得価額相当額        ３８０百万円      ２７２百万円      ３５３百万円 
       減価償却累計額相当額      １４３百万円        ８３百万円       １１２百万円 
       中間期末(期末)残高相当額    ２３７百万円       １８９百万円       ２４０百万円 
工具器具及び備品 

       取得価額相当額      １，９７１百万円    １，３８６百万円    １，６８４百万円 
       減価償却累計額相当額      ７０４百万円       ４０７百万円       ５５９百万円 
       中間期末(期末)残高相当額   1，２６７百万円          ９７８百万円     １，１２５百万円 
合計 

       取得価額相当額      ２，３５２百万円    １，６５９百万円    ２，０３７百万円 
       減価償却累計額相当額      ８４７百万円       ４９１百万円       ６７１百万円 
       中間期末(期末)残高相当額  １，５０４百万円      １，１６７百万円     １，３６５百万円 
 (2) 未経過リース料中間期末(期末)残高相当額 
       １年以内           ４４６百万円      ３１４百万円      ３８４百万円 
       １年超           １，０５８百万円       ８５３百万円       ９８１百万円 
        計           １，５０４百万円    １，１６７百万円    １，３６５百万円 
 
 (3) 支払リース料及び減価償却費相当額 
       支払リース料         ２１２百万円      １４８百万円      ３２９百万円   
       減価償却費相当額       ２１２百万円      １４８百万円      ３２９百万円   
 (4) 減価償却費相当額の算定方法 
       リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 
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【当中間連結会計期間】 
 
有 価 証 券 
1． その他有価証券で時価のあるもの（平成 17年 9月 30日現在） 
                 取  得   原  価    中間連結貸借対照表計上額    差       額   
(１) 株式            １，６６４百万円       １，９７７百万円       ３１３百万円   
(２) 債券                 ― 百万円            ― 百万円          ― 百万円   
(３) その他               １百万円           １百万円     △   ０百万円   
       計          １，６６５百万円       １，９７８百万円       ３１３百万円   
 
２．時価のない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額 
その他有価証券 
 ㈱みずほフィナンシャルグループ優先株式 ２００百万円 

 
【前中間連結会計期間】 
 
有 価 証 券 
１．その他有価証券で時価のあるもの（平成 16年 9月 30日現在） 
                 取  得   原  価    中間連結貸借対照表計上額    差       額   
(１) 株式               ４４０百万円         ６５９百万円       ２１８百万円   
(２) 債券                 ―  百万円            ― 百万円          ― 百万円   
(３) その他               １１百万円               １１百万円        △    ０百万円   
       計            ４５１百万円           ６７０百万円       ２１８百万円   
 
（注）取得原価は、減損処理額４百万円控除後の金額であります。 
 
２．時価のない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額 
その他有価証券 
 ㈱みずほフィナンシャルグループ優先株式 ２００百万円 

 
【前連結会計年度】 
 
有 価 証 券 
１．その他有価証券で時価のあるもの（平成 17年 3月 31日現在） 
                 取  得   原  価     連結貸借対照表計上額     差       額   
(１) 株式              ４０８百万円         ６０４百万円       １９５百万円   
(２) 債券                ― 百万円            ― 百万円         ― 百万円   
(３) その他              １１百万円          １２百万円         ０百万円   
       計            ４１９百万円         ６１６百万円       １９６百万円   
 
（注）取得原価は、減損処理額１７百万円控除後の金額であります。 
 
２．時価のない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額 
その他有価証券 
   ㈱みずほフィナンシャルグループ優先株式 ２００百万円 
 
 

デリバティブ取引 

   該当事項はありません。 
 
 
 
 

－ 15 － 



 

セグメント情報 

 
 (1) 事業の種類別セグメント情報 
  当中間連結会計期間 (平成 17年 4月 1日から平成 17年 9月 30日)、前中間連結会計期間 (平成 16年 4月 1
日から平成 16年 9月 30日)及び前連結会計年度 (平成 16年 4月 1日から平成 17年 3月 31日)においては、事
業の種類として ｢中華事業｣ 及び ｢その他｣ に区分しておりますが、全セグメントの売上高の合計、営業利益
及び全セグメントの資産の金額が合計額に占める ｢中華事業｣の割合がいずれも 90％を超えているため、事業の
種類別セグメント情報の記載を省略しております。 

 
 (2) 所在地別セグメント情報 
当中間連結会計期間 (平成 17年 4月 1日から平成 17年 9月 30日)においては、本国以外の国又は地域に所
在する連結子会社の事業所の売上高の合計及び資産の合計がそれぞれ全セグメントの売上高及び資産の合計の

10％未満であるため、記載を省略しております。 
前中間連結会計期間 (平成 16年 4月 1日から平成 16年 9月 30日) においては、本国以外の国又は地域に所
在する連結子会社及び事業所がないため、該当事項はありません。 
前連結会計年度 (平成 16年 4月 1日から平成 17年 3月 31日)においては、本国以外の国又は地域に所在す
る連結子会社の事業所の売上高の合計及び資産の合計がそれぞれ全セグメントの売上高及び資産の合計の 10％
未満であるため、記載を省略しております。 

 
 (3) 海外売上高 
当中間連結会計期間 (平成 17年 4月 1日から平成 17年 9月 30日)、前中間連結会計期間 (平成 16年 4月 1
日から平成 16年 9月 30日)及び前連結会計年度 (平成 16年 4月 1日から平成 17年 3月 31日)においては、海
外売上高がないため、該当事項はありません。 

 

 部門別売上高の明細                    ( 単位 : 百万円 ) 

     当 中 間 連 結 会 計 期 間 
     自 平成 17年 4月  1日 
     至 平成 17年 9月 30日 
 

 

 
 
 
 区 分 

店舗数 金  額 対前年同期 
増 減 率 

 
中 華 専 門 店 
 直  営  店 
   ﾌﾗﾝﾁｬｲｽﾞ 加 盟 店 
 

    店 
 

294 
182 

 
 

20,350 
 2,272 

         ％ 
 
      7. 9 
  △  0. 9 

 

小  計 
 

そ の 他 
(主として直営和食店) 

   

476 
 

  3 
     

  

22,622 
 

  127 
       

  

      6. 9 
 
  △ 12. 9 
 

合  計     479 22,750      6. 8 
 
(注) 1.  店舗数は中間期末時点の店舗数です。 
  2. 当社は飲食業であり、受注高及び受注残高について記載すべき事項はありません。 
   3.  中華直営店には、子会社が運営する５店舗が含まれています。 
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